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 リコージャパン脱炭素目標とロードマップ

E環境 リコーグループのマテリアリティである「脱炭素・循環型社会の実
現」に取り組むとともに、生物多様性保全活動やステークホルダーに
よる森づくりなど、地球の再生能力向上と地域コミュニティへの貢献
にも継続して取り組んでいます。

ESGの取り組み［環境］

リコーグループ環境目標（脱炭素分野）
リコーグループは、2050年までに温室効果ガス（GHG）排出のネットゼロを達成することを目指しています。短期目標であ
る2030年までのスコープ1,2,3排出量削減および長期目標である2040年までのスコープ1,2排出量削減と合わせて、国際的
なイニシアチブであるScience Based Targets initiative（SBTi）から、パリ協定1.5度目標に整合した科学的根拠に基づく目標と
して認定されています。また、2040年までに事業活動で使用する電力の再生可能エネルギー比率100%達成を掲げ、脱炭素
化の取り組みを強化しています。

リコージャパンの脱炭素目標と脱炭素ロードマップ
リコージャパンは、グループ目標と整合した2030年・2040年・2050年の脱炭素目標を設定し、脱炭素ロードマップに基づき

3つの主要施策を推進しています。今後も社内実践を通じて施策の実効性を高め、お客様への価値提供を強化していきます。

②車両最適化計画
 車両管理・運用の最適化

③拠点整備計画
 事業所の省エネ化

①RE100化計画
 使用電力の再エネ化

●  再エネ電力メニューへの切替え
●  テナント拠点への再エネ証書適用
によるRE100化

●  低燃費車への車両更新による 
ガソリン使用の削減

●  車両共有化による運用最適化

●  拠点・設備更新計画策定と 
エネルギー運用効率化

●  テナント拠点への 
再エネ証書適用による 
RE100化

●  低燃費車への車両更新による 
ガソリン使用の削減

●   設備更新計画の実行と 
拠点最適化

●  再エネ電源・証書の確保による 
RE100化の維持

●  車両の脱炭素化の 
取り組みの加速

●  さらなる省エネ化に向けた 
拠点・設備最適化

  リコーグループ環境目標（脱炭素分野）

脱炭素分野
目標年度

2030年度 2040年度 2050年度
スコープ1,2,3 ネットゼロ＊2,3

GHG
排出削減

スコープ1,2 75%削減＊2 90%削減＊2

実質排出ゼロ＊3
90%以上削減

スコープ3 40%削減＊2

（調達・輸送・使用カテゴリー）
65%削減

（全カテゴリー）
90%削減＊2

（全カテゴリー）

再生可能エネルギー比率
（電力）＊1 85% 100% ̶

GHG排出削減割合（%）はすべて2015年比
スコープ1

自社の工場・オフィス・車両などから直接排出される
GHG

スコープ2

自社が購入した熱・電力の生成により排出されるGHG
スコープ3

サプライチェーンから排出されるGHG（GHGスコー
プ1,2を除く）
＊1：RE100技術要件準拠 
＊2： Science Based Targets initiativeにより認定され

た目標（Near-Term Criteria v5.3とNet-Zero 
Criteria v1.3準拠）

＊3： 残余排出は国際的に認められる方法でオフセット

主
要
施
策

2026年目標
スコープ1,2：▲50%
排出量：15,820t
電力再エネ比率：60%
（RE100）

2030年
スコープ1,2：▲63%以上
排出量：11,700t以下
電力再エネ比率：100%
（RE100）

2040年～
スコープ1,2：実質排出ゼロ

2050年
ネットゼロ

脱炭素社会の実現に向けて
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ESGの取り組み［環境］

自社の事業活動で使用している電力や車両燃料などのエネルギー量を把握しCO2排出量を算定しています。

●  スコープ1,2におけるCO2排出は事業所での電力使用が約27.6%、営業車のガソリン使用が約70.0%と全体の97.6%を
占めています。

●  この2つのエネルギー削減に向けた取り組みを重点的に進め、2025年度のスコープ1,2は2015年度比で44.7%削減とな
りました。

スコープ1,2

リコージャパンのGHG排出量

リコージャパンは、事業活動を通じて持続可能な社会の
実現と、自社の持続的成長を目指しています。脱炭素
社会の実現に向け、これまで進めてきた事業成長と脱
炭素活動の同軸化を一層加速させ、着実に推進してい
きます。

リコージャパンの実績 （2015年度比）

CO2 44.7%減　売上高 33.9%増
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脱炭素活動の実績
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  リコージャパンのスコープ1、2実績
（2025年度実績　CO2換算排出量／t）

  再生可能エネルギー比率
（%）

102023年度

11.52024年度

43.62025年度

1002030年度
（目標）

事業成長と脱炭素活動の同軸化

事業所への再エネ電力メニュー導入によりCO2排出量を削減
2025年度、自社で販売している再エネ電力である「リコーRE100スタンダード」電力メニューを自社

の173拠点に導入しました。太陽光発電などの設備導入はテナントや賃貸オフィスでは難しいですが、再
エネ電力メニューを導入することで年間約2,000tのCO2削減が可能となりました。
また、「リコーRE100スタンダード」電力メニューを導入いただだいたお客様へは「リコー再エネ電力

供給証明書」を提供させていただいております。証明書については、リコージャパンの導入拠点におい
てもご確認いただけます。

Pick Up
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  リコーグループとリコージャパンのスコープ3： 
2025年度実績（CO2換算排出量）

  リコージャパン　スコープ3対象カテゴリごと温室効果ガス排出量 
（CO2換算排出量）

Cat. 1 購入した製品・サービス（間接調達を除く） 190,833t（180,656t）

Cat. 3 スコープ1, 2 に含まれない燃料 
およびエネルギー関連活動 4,213t （5,070t）

Cat. 4 輸送、配送（上流） 8,153t （8,343t）

Cat. 5 事業から出る廃棄物 757t （356t）

Cat. 6 出張 1,598t （1,624t）

Cat. 7 雇用者の通勤 15,319t （15,941t）

Cat. 11 販売した製品の使用 27,136t （27,643t）

（　）内は前年度実績
※Cat.=Category

リコーグループGHG排出量Web

リコーグループのスコープ3全体の中からリコージャパンが対象となるカテ
ゴリと排出量を算定しています。

●  リコージャパンのスコープ3排出量は、リコーグループ全体の約14.4%を
占めています。

●  スコープ3排出の対象カテゴリは7項目となり、排出実績の中で大きなウェ
イトを占めるCat.1,4,11に対しては、省資源・省エネ型複合機の販売や業
界全体で共同配送を進めるなどの取り組みを行っています。

スコープ3

電力使用によるCO2の削減
設備の省エネ化や効率的な運用と共に、電力の再エネ化（再エネメニューの導入、再エネ電力証書の活用など）を進めています。

2025年度は、全社的な省エネ活動の推進により、電力使用量は前年比3.3%削減となりました。また、RE100対応の再エネ電力導入を進
め、再エネ率は43.6%に達しました。これらの取り組みにより、電力使用によるCO2排出量は前年比30.1%削減しました。

●  RE100に対応した「リコーRE100スタンダード」電力メニューを
173拠点へ導入済（2026年4月時点）

●  栃木支社の那須事業所にて、ZEB Ready認証を取得（2025年6月）

●  本社事業所では、使用電力をテナントオーナーが提供する再生可
能エネルギー電力メニューへ切り替え（2026年4月）

  電力使用量推移
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ガソリン使用によるCO2の削減
エコドライブの推進や車両運用の最適化、計画的な低燃費車への入れ替えなどを進めています。

2025年度は、エコドライブの推進および計画的な低燃費車への入れ替えにより、ガソリン使用量とCO2排出量は前年度比で約6.0%削減し
ました。

●  エコドライブ推進に向けた全社的な啓蒙活動

●  2025年度は1,065台の車両の計画的な入れ替えを実施

●  車両更新にあたっては、車両の稼働率や燃費・走行距離を考慮した
車両選定を実施

●  2025年度までに、101台のEV・FCV・PHEV車の導入を実施

  営業車両のガソリン使用量推移

主な取り組み

主な取り組み

算定方法の見直しに伴い、過去の数値を改訂しています

（　）内は前年度実績

リコージャパン

248,009t
（239,454t）

リコーグループ

1,721,122t
（1,815,781t）

https://jp.ricoh.com/sustainability/data


35 RICOH JAPAN   Sustainability Report 2026

ESGの取り組み［環境］

事業活動

環境マネジメント
システム

事業活動におけるエネルギー使用量削減
や脱炭素（CO2削減）を目的として、移転・
新設事業所におけるZEBの認証取得を推進
しています。LED照明や高効率空調システ
ムの導入、断熱建材、断熱・遮光ガラスの採
用、自家消費型太陽光発電の設置などさま
ざまな工夫により、エネル
ギー効率と快適性を両立し
たオフィス環境を、全国の
お客様にも脱炭素の実践事
例として紹介しています。

  ZEBの定義と導入事業所 （2026年6月現在 18事業所）

省エネ（50%以上）＋創エネで100%以上の一次エネルギー
消費量の削減を実現している建物

和歌山事業所、帯広事業所、宮崎事業所

『ZEB』

省エネ（50%以上）＋創エネで75%以上の一次エネルギー
消費量の削減を実現している建物

岐阜事業所、熊本事業所、上田事業所、つくば事業所、東濃事業所、
郡山事業所、所沢事業所

Nearly 
ZEB

省エネで基準一次エネルギー消費量から50%以上の
一次エネルギー消費量の削減を実現している建物

明石事業所、掛川事業所、大館事業所、松本事業所、福井事業所、
松江事業所、秋田事業所、那須事業所

ZEB
Ready

自社拠点でのZEB導入

環境マネジメントシステム
事業の中で環境に関わる活動の継続的な改善のための仕組みを構築し、3つの軸で効率的・効果的な取り組みを進めています。

この取り組みによりリコーグループの一員として、ISO14001の認証を取得しています。

環境マネジメントの強化

事業活動による脱炭素社会と循環型社会の実現に向けた取り組みは環境マネジメントシステムをベースに進めており、継続的
に改善活動を行っています。

  環境改善活動の状況

国内販売・保守活動のエネルギー起源CO2

排出量の削減 （前年度比）
排出物の抑制と有価物化による
廃棄物量の削減 （前年度比）

2023年度実績 7.0%減 5.7%減

2024年度実績 2.9%減 7.1%増

2025年度実績 14.0%減 2.4%減
JQA-E-70001E

日常業務における環境負荷の低減の取り組み
事業活動で必要となるエネルギーの削減や事業所から排出される廃棄物の削減、有
価物化の促進などを進めています

環境リスク管理として各事業所における環境コンプライアンスの取り組み
各営業拠点に関わる環境コンプライアンスの実施や自社から排出された産業廃棄物
について廃棄物処理委託業者の協力を得て処理状況の確認を行うなど、法令対応の
強化を進めています

法規制および要求事項遵守

環境パフォーマンスの向上

環境活動に対する社員の理解を深化させるための取り組み
省エネや環境コンプライアンスの取り組み強化・実践のため、必要なことを周知する
環境関連情報の社内への発信や、社員向けの取り組みガイドとして環境ハンドブック
を配付し周知を進めています

コミュニケーションによる円滑な運用
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基本的な考え方
リコーグループは、生物多様性の保全が真に豊かで持続
可能な社会の構築につながると考えます。「ネイチャーポジ
ティブ＊1」と「森林破壊ゼロ」に向けて、さまざまなステーク

ホルダーと連携し事業活動に伴う環境負荷を削減すると同
時に、地球の再生能力の維持・向上に取り組んでいきます。
＊1  自然を回復軌道に乗せるため、生物多様性の損失を止め、反転させること

ステークホルダー協働による森づくり
リコーグループは、生物多様性保全のみならず地球温暖
化防止、持続可能なコミュニティ発展の観点からも森林保全
が重要と考え、1999年より積極的な取り組みを行っていま
す。2014年からは、地域コミュニティの発展に貢献するこ
とを目的に、自治体・企業・地域住民など地域を主体としたさ
まざまなステークホルダーの皆様と連携して「ステークホル
ダー協働による森づくり」を全国で推進しています。また、
リコーグループが所有する「リコーえなの森」「ETRIA＊2御
殿場事業所」が環境省「自然共生サイト＊3」に認定されてい
ます。この活動は、多様な生物が共存する里山の回復と
人々が暮らすコミュニティの活性化を目指しています。
＊2   エトリアマニュファクチャリングジャパン（リコーグループ関連会社）
＊3    「民間の取り組みなどによって生物多様性の保全が図られている区域」を国が認定す

る区域のこと リコー　生物多様性保全Web

生物多様性保全への取り組み

リコーグループは、2022年に採択された「昆明・モントリオール生物多様性枠組」の2050年ビジョン「自然と共生する世界」と、
2030年ミッション「自然を回復軌道に乗せるために、生物多様性の損失を止め、反転させるための緊急の行動をとること」に
賛同。この枠組の重要項目を反映させる形で、2024年に改訂した「リコーグループ生物多様性方針」に則り生物多様性活動に
取り組んでいます。

  主なステークホルダー協働による 
森づくり

冠リコーの森（山口）
2022年6月～

リコージャパン 
なないろの森（山形）
2022年8月～

リコーの森にらさき（山梨）
2018年6月～

リコーえなの森（岐阜・自社林）
2014年～

どんぐりこ～の森（佐賀）
2019年6月～

チョウの棲む里づくり（沖縄）
2016年～

SDGsの活動を広げるマングローブ植林 
～脱炭素をお客様や現地パートナーと共に～

お客様と共にSDGsに貢献する活動として、2020年2月か
ら環境性能の高い対象の複合機をお客様に導入いただくご
とに、フィリピン共和国とインドネシア共和国にマングローブ
を植林しています。初年度に植林したサイトでは、一部のマ
ングローブは3mを超える程、順調に成長を続けています。
また、2025年からは、苗木の育成を進め、新たな植林地「リ
コースンバワの森」（インドネシア）での植林を開始しました。
現地では、特徴的な形状の根元が水辺の生物のすみかと

なり、海洋生物が増え、植林地内では住民が貝類を採取して
いる様子も見られます。環境保全と地域の暮らしの向上を両
立する取り組みを、現地パートナーと連携して進めています。

写真：成長したマングローブ（左）、苗木を育成している様子（右）

Pick Up

【対象機器】 RICOH IM C製品群
【植林地域】  •フィリピン共和国 

　植林パートナー：特定非営利活動法人 イカオ・アコ
 　ネグロス島シライ市Balaring村、Chona村、Bocana村
  •インドネシア共和国
 　植林パートナー：ワイエルフォレスト株式会社
 　リアウ諸島州ビンタン島ペナガ「リコービンタンの森」
 　西ヌサ・テンガラ州ドンプ県ドンプ郡ンバウィ村「リコースンバワの森」
【植林実績】 約58万本（2026年3月時点累計）

リコー　マングローブ植林　動画Webリコー　マングローブ植林Web

https://jp.ricoh.com/sustainability/environment/biodiversity
https://www.youtube.com/watch?v=XzU4_YkKhSk
https://jp.ricoh.com/companies/ricoh-japan/sustainability/mangrove-reforestation



